
（平成２４年５月９日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認富山地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

厚生年金関係 4 件



                      

  

富山厚生年金 事案 876 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録及びＢ社（現在は、Ｃ社）Ｄ工場における資格取得日に係る記録を昭和 52

年３月 22 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 12 万 6,000 円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52年３月 15日から同年４月 16日まで 

  昭和 45 年３月にＢ社に入社し、同社Ｄ工場で勤務していた。47 年 10 月

にグループ会社のＡ社に出向し、52年３月にＢ社Ｄ工場に戻った。 

  申立期間についても継続して勤務していたので、厚生年金保険被保険者

であったことを認めてほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社から提出された人事記録、同社からの回答及び雇用保険の記録により、

申立人は、申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（昭和 52 年３月 22

日にＡ社からＢ社Ｄ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 52 年４月の社会保険事務

所（当時）の記録から、12万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、「厚生年金保険記録の欠落は、転任時の会社手続の誤りと

思われる。」と回答していることから、社会保険事務所は、申立人に係る昭

和 52 年３月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人

に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

富山厚生年金 事案 877 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間②のうち、平成 20 年４月から同年８月までの期間について、申立

人は、その主張する標準報酬月額（50 万円）に基づく厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標

準報酬月額に係る記録を 50万円に訂正することが必要である。 

 また、申立期間②のうち、平成 20 年９月について、申立人の標準報酬月額

の記録は、事後訂正の結果 50 万円とされているところ、当該額は厚生年金保

険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準

報酬月額は、訂正前の 30 万円とされているが、申立人は、当該期間において

47 万円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」とい

う。）に基づき、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 47 万円に訂正するこ

とが必要である。 

 なお、事業主は、申立期間②に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行していないと認められる。 

  

  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 13年３月 15日から同年 10月１日まで 

           ② 平成 20年４月１日から同年 10月１日まで 

オンライン記録では、申立期間①の標準報酬月額は 41 万円、申立期間②

の標準報酬月額は 30 万円と記録されているが、どちらの期間も給与支給額

は 50万円であった。平成 13年のＡ銀行Ｂ支店の預金取引明細表や 20年の

給与明細書等の写しを提出するので標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②のうち、平成 20 年４月から同年８月までの期間については、

申立人から提出された給与明細書及びＣ社から提出された申立人に係る平

成 20 年度の賃金台帳（以下「給与明細書等」という。）により、申立人は、

当該期間において、その主張する標準報酬月額（50 万円）に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

２ 申立期間②のうち、平成 20 年９月については、オンライン記録によれば、



                      

  

申立人の標準報酬月額は、当初、30 万円と記録されていたが、当該期間に

係る保険料の徴収権が時効により消滅した後の 22 年 11 月に 30 万円から

50 万円に訂正されているところ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定によ

り、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、当該訂正後の標準報酬月

額ではなく、当初記録されていた標準報酬月額とされている。 

しかし、上記の給与明細書等により、申立人は、当該期間において、当

初記録されていた標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

一方、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認め

られる厚生年金保険料額又は申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報

酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方

の額を認定することになる。 

したがって、当該期間に係る標準報酬月額については、上記の給与明細

書等で確認できる厚生年金保険料控除額から、47 万円とすることが妥当で

ある。 

なお、事業主が申立期間②の保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、「申立人の給与から国の記録と異なる標準報酬月額

に対する厚生年金保険料を控除した。」として、当該期間当時に申立てど

おりの届出を行っていなかったことを認めていることから、社会保険事務

所は、申立人に係る当該期間の保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を除く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

３ 申立期間①について、雇用保険の記録により、申立人のＣ社における初

回の賃金額は、オンライン記録の標準報酬月額を上回る額であったことが

うかがえる。 

しかしながら、Ｃ社は、申立期間①に係る賃金台帳等の資料を保管して

いないことから、申立人の当該期間に係る給与額及び厚生年金保険料の控

除額について確認できない。 

また、申立人から提出されたＡ銀行Ｂ支店の預金取引明細表によると、

申立人に対し平成 13 年５月から同年８月まで、毎月月末に給与振込があっ

たことは確認できるものの、当該明細表のみでは、当該給与から厚生年金

保険料が控除されていたことを確認できない。 

さらに、オンライン記録でも、申立人の標準報酬月額が遡って訂正され

た形跡も見当たらない。 

このほか、申立期間①について、申立人の主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料が給与から控除されていたことを確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることは

できない。 



                      

  

富山厚生年金 事案 878 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 45年１月５日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 2,000円と

することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年 12月 31日から 45年１月５日まで 

昭和 44 年８月にＡ社（本社）へ入社し、45 年１月から同社Ｂ工場で勤

務することになった。 

Ａ社から同社Ｂ工場へ異動しただけなのに、申立期間の厚生年金保険被

保険者記録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、Ａ社Ｂ工場から提出された失業保険被保険者転入届受理

通知書、同社（本社）及び同社Ｂ工場からの回答により、申立人は、申立期

間において同社に継続して勤務し（昭和 45 年１月５日に同社（本社）から同

社Ｂ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 44 年 11 月の社会保険事

務所（当時）の記録から、２万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は、関連資料が無いため不明としており、このほかに確認で

きる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

富山厚生年金 事案 879 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場にお

ける資格喪失日に係る記録を昭和 42 年８月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を２万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生  

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42年７月 31日から同年８月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況について確認したところ、Ａ社に

勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。 

申立期間もＡ社に継続して勤務していたので、厚生年金保険被保険者期

間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の厚生年金保険被保険者記

録の訂正を求めて行ったものである。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＢ社からの回答により、申立人は、Ａ社に継続して勤

務し（昭和 42 年８月１日に同社Ｃ工場から同社Ｄ工場に異動）、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ工場における

昭和 42 年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立人の被保険者資格の喪失日を誤って届け出た旨回答しているこ

とから、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 42 年７月の保険料について納

入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、そ

の後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 




